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Abstract  
本論文では中小企業の現場力に関して、共分散構造分析をはじめとする統計分析と情報

量規準 AIC に基づいた現場力モデル構築プロセスの提示を目的としている。この研究から

得た成果は以下の２点である。第１に、経営者による自社現場力の評価に対して、従業員満

足度の要因の抽出と重回帰式の算出である。第２に、抽出した要因から情報量規準 AIC に

基づいたモデルを構築することで、従業員満足が単純に経営者の現場力評価に結びつかな

い複雑なモデルの可能性が示唆されたのである。 
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1. はじめに 
 昨今、現場の重要性は再認識され、現場力向上の方法に関しても様々な知見が析出してい

る。遠藤（2014）は、「標準」・「気づき」・「知恵」・「改善」からなる循環が現場力の向上を

促すと主張する。また、現場の予測不可能に着目し、状況を判断して即応する俊敏性を持っ

た「速い経営」（Goldman et al.、1995）や、経営者とステークホルダー間のコミュニケー

ション、中でも従業員の暗黙知と参加が現場力の向上に有効だ（Camillus, 2008）といった

視点もある。 
 著者はこれまで、現場力とは現場による自己の組織や製品サービスを改善する力である

と捉えて、現場力に関する調査活動を行ってきた。そして、その向上に影響を与える要因と

して「①従業員の働く意欲」、「②能力開発環境の充実」、「③経営者のコミットメント」の 3
因子を量的調査から抽出した研究がある（王地、2019a; 2019b）。上記の引用文献を含めた

これまでの現場力に関する研究の多くは、従業員のモチベーションやマネジメントに関す

る研究が主であり、著者が見出した要因①・②もそれらに含まれると考えられる。他方、要

因③の「経営者のコミットメント」に関する考察を深めるうえで、経営者による自社の現場

力評価の実測値データと、その評価に影響を及ぼす従業員満足度から見た要因の特定、そし

てそれらの関係性を明らかにすることは重要な点であろう。しかしこの点に関して、特に中

小企業に対する量的調査を行った先行研究は見られなかった。 
 本論文で取り組む課題として、以下の２点を掲げる。第１に、現場力の向上に関する経営

者の評価に対して、影響の大きな従業員満足項目の要因を抽出し、重回帰式を算出すること

である。このため、従業員の満足度のアンケート調査結果と、経営者へのインタビューによ

る自社現場力の自己評価採点を組み合わせたデータセットを分析し、回帰分析と分散比を

使用した変数選択を行う。 
 第２の課題は、上記データセットに共分散構造分析とパス解析をあてはめることにより、

従業員の満足度だけによらない、組織の現場力向上に関する複雑なモデル構成の可能性、及
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使って最小二乗法を考えたい。式(2.1)(2.2)より、この時のデータの構造式は 
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝜇𝜇𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖                          (2.3) 

と置ける。ここで𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖は互いに独立であり、正規分布𝑁𝑁𝑁𝑁(0, 𝜎𝜎𝜎𝜎2)に従うことが仮定される。 
次に母数推定を行うにあたって、あるデータによる推定値、𝛽̂𝛽𝛽𝛽0（母回帰係数）, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1

（母切片）iが得られたときに、𝑥𝑥𝑥𝑥 =  𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖としての予測値は  
𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖                                                            (2.4) 

となる。そして、残差の二乗を足し合わせた値である残差平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒を最小とする値によって

母数を推定するのである。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 =  ∑ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ (𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖)2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖�
2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1                         (2.5) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒を𝛽̂𝛽𝛽𝛽0, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1について最小にするためには、𝛽̂𝛽𝛽𝛽0, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1について偏微分を行ったものを０とおいて

方程式を解けばよい。そうして得られた式を整理したものが式(2.6)と（2.7）である。 
𝛽̂𝛽𝛽𝛽0𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                                                    (2.6) 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖                                           (2.7) 

更に、式（2.6）を変形することにより、 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 =  ∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1
𝑛𝑛𝑛𝑛

− 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1
∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1
𝑛𝑛𝑛𝑛

=  𝑦𝑦𝑦𝑦� − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥̅𝑥𝑥𝑥 ii                       (2.8) 

が得られる。そして、これを式（2.7）に代入した後に、整理することによって、 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 =  
�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 � �∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �
𝑛𝑛𝑛𝑛

�

�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �2

𝑛𝑛𝑛𝑛
�

�                           (2.9) 

を得る。また、𝑥𝑥𝑥𝑥, 𝑦𝑦𝑦𝑦の偏差積和を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦、𝑥𝑥𝑥𝑥についての平方和を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥と置くと、それぞれ、 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦 =  ∑ (𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥𝑥𝑥)𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 (𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�) =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 −

�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 ��∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �
𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                          (2.10) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 =  ∑ (𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥𝑥𝑥)2 =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �2

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                         (2.11) 

を得る。以上より、母回帰係数と母切片の推定式と、残差平方和は以下のように表すことが

できる。 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥

                                                                 (2.12) 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 =  𝑦𝑦𝑦𝑦� − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥̅𝑥𝑥𝑥                                                            (2.13) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦 − 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
2

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
                                                          (2.14) 

 以上が、最小二乗法によって推定される母数である。ここでは、より詳細な数式は割愛す

るが、最小二乗法の目的関数は𝑓𝑓𝑓𝑓𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿として表され、算出された値が小さければ、データと理論

値の乖離を出来るだけ小さくする母数を推定していると判断できるiii。 
更に、もともとの目的関数である𝑦𝑦𝑦𝑦の平方和である𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦を総平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇として考えると、これ

は、残差平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒と、回帰によっての変動による平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅からなる。 
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅                                                            (2.15) 
そして、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇⁄ を𝑦𝑦𝑦𝑦の変動のうち回帰による変動の割合を表すものとして、𝑅𝑅𝑅𝑅2（「寄与率」

び要因間の因果関係の存在を確認することである。確かに、顧客満足度を高めるためには、

従業員満足を高めるべきだという主張や、従業員満足度が企業利益と結びつくという先行

研究もある（Heskett et al, 2003; Ton, 2017 など）。そこで、複数のモデルの比較検討の方

法論として、赤池情報量規準(Akaike Information Criteria、以下 AIC)によるモデル選択の

探索プロセスを提示する。これは、最終的なモデルをしぼりこむまでには、１つのデータに

対して複数のモデルを構築し、その結果を比較・評価することが必要である、という豊田・

前田・柳井（1992、p.162）の理論を実践するものである。 
 本論文の構成は、次の通りである。第２節では、本論文の量的調査の土台となる統計分析

の理論を概説する。ここでは回帰分析をはじめ、母数推定法である最小二乗法、そして有効

な変数を特定する変数選択手順について記述する。更に、尤度と最尤推定法を導入し、共分

散構造分析と AIC の理論的枠組みについても概説する。続く第３節では、調査概要ととも

に、分析対象となるデータセットの作成について記載する。そして第４節において、共分散

構造分析のパス解析から、因果関係を含めたモデル構築を試みる。最後に、第５節にて、ま

とめと残された課題について記載する。 
 
2. 統計分析の理論の導入 
2.1. 回帰分析の概要 
 回帰分析とは、指定できる変数𝑥𝑥𝑥𝑥と特性を表す変数𝑦𝑦𝑦𝑦との関係を検討するする統計的手法

（永田、1992、p.180）である。通常はまずデータをとり、最小二乗法によりモデルをあて

はめ、分散比𝐹𝐹𝐹𝐹や𝑡𝑡𝑡𝑡値などの統計量や指標を用いることによって、そのあてはめを評価する

（松原、2013、p.154）。また、変数𝑥𝑥𝑥𝑥は原因となるべき変数として、「説明変数」や「独立変

数」と呼ばれ、一方、変数𝑦𝑦𝑦𝑦は結果となるべき変数として「目的変数」もしくは、「従属変数」

と呼ばれる。𝑦𝑦𝑦𝑦を目的変数、𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛を説明変数として、母平均であると同時に、𝑦𝑦𝑦𝑦の期待

値である値を𝜇𝜇𝜇𝜇、誤差を𝜀𝜀𝜀𝜀として表すと、回帰分析で想定されるモデルは、 
𝑦𝑦𝑦𝑦 =  𝜇𝜇𝜇𝜇 +  𝜀𝜀𝜀𝜀 = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛) +  𝜀𝜀𝜀𝜀                                              (2.1) 

のように、目的変数は説明変数の関数として表すことができる。また、𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛に対応す

る係数を𝛽𝛽𝛽𝛽1, 𝛽𝛽𝛽𝛽2, … , 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 、定数項を𝛽𝛽𝛽𝛽0と置いた場合、𝑦𝑦𝑦𝑦の期待値𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑦𝑦)の重回帰モデルは以下のよ

うになる。 
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑦𝑦) =  𝜇𝜇𝜇𝜇 =  𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥1 + ⋯+ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛                                          (2.2) 
更に、式(2.2)において説明変数の数が１のときのモデルを単回帰モデルと呼ぶ。ただし、

回帰分析は相互の関係を示す分析であり、因果関係を明らかにするためには回帰分析の応

用としてパス解析が有効となる（浦上・脇田、2008、pp.194-198）。従って本論文では、経

営者の現場力自己採点につながる要因間の関係性を重回帰分析によってあらわす試みを第

４節にて考察する。 
 

2.2. 回帰式の中の最小二乗法 
回帰分析も含めた母数推定の際における一般的な評価法の１つに、最小二乗法が挙げら

れる。最小二乗法とは、目的変数のデータ値（𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖）とモデルから想定される予測値（𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖）と

の差である「残差𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖（= 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖）」が最小となる母数を推察する方法である。ここでは、論理

を単純化するために、永田（1992）を参考にして、説明変数の数が１である単回帰モデルを
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使って最小二乗法を考えたい。式(2.1)(2.2)より、この時のデータの構造式は 
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝜇𝜇𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖                          (2.3) 

と置ける。ここで𝜀𝜀𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖は互いに独立であり、正規分布𝑁𝑁𝑁𝑁(0, 𝜎𝜎𝜎𝜎2)に従うことが仮定される。 
次に母数推定を行うにあたって、あるデータによる推定値、𝛽̂𝛽𝛽𝛽0（母回帰係数）, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1

（母切片）iが得られたときに、𝑥𝑥𝑥𝑥 =  𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖としての予測値は  
𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖 =  𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖                                                            (2.4) 

となる。そして、残差の二乗を足し合わせた値である残差平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒を最小とする値によって

母数を推定するのである。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 =  ∑ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ (𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖)2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖�
2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1                         (2.5) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒を𝛽̂𝛽𝛽𝛽0, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1について最小にするためには、𝛽̂𝛽𝛽𝛽0, 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1について偏微分を行ったものを０とおいて

方程式を解けばよい。そうして得られた式を整理したものが式(2.6)と（2.7）である。 
𝛽̂𝛽𝛽𝛽0𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                                                    (2.6) 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 + 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖                                           (2.7) 

更に、式（2.6）を変形することにより、 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 =  ∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1
𝑛𝑛𝑛𝑛

− 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1
∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1
𝑛𝑛𝑛𝑛

=  𝑦𝑦𝑦𝑦� − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥̅𝑥𝑥𝑥 ii                       (2.8) 

が得られる。そして、これを式（2.7）に代入した後に、整理することによって、 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 =  
�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 � �∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �
𝑛𝑛𝑛𝑛

�

�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �2

𝑛𝑛𝑛𝑛
�

�                           (2.9) 

を得る。また、𝑥𝑥𝑥𝑥, 𝑦𝑦𝑦𝑦の偏差積和を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦、𝑥𝑥𝑥𝑥についての平方和を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥と置くと、それぞれ、 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦 =  ∑ (𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥𝑥𝑥)𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 (𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�) =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 −

�∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 ��∑ 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �
𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                          (2.10) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 =  ∑ (𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥̅𝑥𝑥𝑥)2 =  ∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖2 − �∑ 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1 �2

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1

𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=1                         (2.11) 

を得る。以上より、母回帰係数と母切片の推定式と、残差平方和は以下のように表すことが

できる。 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽1 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥

                                                                 (2.12) 

𝛽̂𝛽𝛽𝛽0 =  𝑦𝑦𝑦𝑦� − 𝛽̂𝛽𝛽𝛽1𝑥̅𝑥𝑥𝑥                                                            (2.13) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦 − 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
2

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥
                                                          (2.14) 

 以上が、最小二乗法によって推定される母数である。ここでは、より詳細な数式は割愛す

るが、最小二乗法の目的関数は𝑓𝑓𝑓𝑓𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿として表され、算出された値が小さければ、データと理論

値の乖離を出来るだけ小さくする母数を推定していると判断できるiii。 
更に、もともとの目的関数である𝑦𝑦𝑦𝑦の平方和である𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦を総平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇として考えると、これ

は、残差平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒と、回帰によっての変動による平方和𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅からなる。 
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇 =  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅                                                            (2.15) 
そして、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑇𝑇𝑇𝑇⁄ を𝑦𝑦𝑦𝑦の変動のうち回帰による変動の割合を表すものとして、𝑅𝑅𝑅𝑅2（「寄与率」

び要因間の因果関係の存在を確認することである。確かに、顧客満足度を高めるためには、

従業員満足を高めるべきだという主張や、従業員満足度が企業利益と結びつくという先行

研究もある（Heskett et al, 2003; Ton, 2017 など）。そこで、複数のモデルの比較検討の方

法論として、赤池情報量規準(Akaike Information Criteria、以下 AIC)によるモデル選択の

探索プロセスを提示する。これは、最終的なモデルをしぼりこむまでには、１つのデータに

対して複数のモデルを構築し、その結果を比較・評価することが必要である、という豊田・

前田・柳井（1992、p.162）の理論を実践するものである。 
 本論文の構成は、次の通りである。第２節では、本論文の量的調査の土台となる統計分析

の理論を概説する。ここでは回帰分析をはじめ、母数推定法である最小二乗法、そして有効

な変数を特定する変数選択手順について記述する。更に、尤度と最尤推定法を導入し、共分

散構造分析と AIC の理論的枠組みについても概説する。続く第３節では、調査概要ととも

に、分析対象となるデータセットの作成について記載する。そして第４節において、共分散

構造分析のパス解析から、因果関係を含めたモデル構築を試みる。最後に、第５節にて、ま

とめと残された課題について記載する。 
 
2. 統計分析の理論の導入 
2.1. 回帰分析の概要 
 回帰分析とは、指定できる変数𝑥𝑥𝑥𝑥と特性を表す変数𝑦𝑦𝑦𝑦との関係を検討するする統計的手法

（永田、1992、p.180）である。通常はまずデータをとり、最小二乗法によりモデルをあて

はめ、分散比𝐹𝐹𝐹𝐹や𝑡𝑡𝑡𝑡値などの統計量や指標を用いることによって、そのあてはめを評価する

（松原、2013、p.154）。また、変数𝑥𝑥𝑥𝑥は原因となるべき変数として、「説明変数」や「独立変

数」と呼ばれ、一方、変数𝑦𝑦𝑦𝑦は結果となるべき変数として「目的変数」もしくは、「従属変数」

と呼ばれる。𝑦𝑦𝑦𝑦を目的変数、𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛を説明変数として、母平均であると同時に、𝑦𝑦𝑦𝑦の期待

値である値を𝜇𝜇𝜇𝜇、誤差を𝜀𝜀𝜀𝜀として表すと、回帰分析で想定されるモデルは、 
𝑦𝑦𝑦𝑦 =  𝜇𝜇𝜇𝜇 +  𝜀𝜀𝜀𝜀 = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛) +  𝜀𝜀𝜀𝜀                                              (2.1) 

のように、目的変数は説明変数の関数として表すことができる。また、𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛に対応す

る係数を𝛽𝛽𝛽𝛽1, 𝛽𝛽𝛽𝛽2, … , 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 、定数項を𝛽𝛽𝛽𝛽0と置いた場合、𝑦𝑦𝑦𝑦の期待値𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑦𝑦)の重回帰モデルは以下のよ

うになる。 
𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑦𝑦) =  𝜇𝜇𝜇𝜇 =  𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥1 + ⋯+ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛                                          (2.2) 
更に、式(2.2)において説明変数の数が１のときのモデルを単回帰モデルと呼ぶ。ただし、

回帰分析は相互の関係を示す分析であり、因果関係を明らかにするためには回帰分析の応

用としてパス解析が有効となる（浦上・脇田、2008、pp.194-198）。従って本論文では、経

営者の現場力自己採点につながる要因間の関係性を重回帰分析によってあらわす試みを第

４節にて考察する。 
 

2.2. 回帰式の中の最小二乗法 
回帰分析も含めた母数推定の際における一般的な評価法の１つに、最小二乗法が挙げら

れる。最小二乗法とは、目的変数のデータ値（𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖）とモデルから想定される予測値（𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖）と

の差である「残差𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖（= 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖）」が最小となる母数を推察する方法である。ここでは、論理

を単純化するために、永田（1992）を参考にして、説明変数の数が１である単回帰モデルを
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はまりを示す値を「尤度」、その関数を「尤度関数」と呼び、尤度が最も大きくなる母数を

推定する。 
最尤推定法では多変量正規分布に従うことを仮定する。ある仮説に関して、それを定める

パラメータを𝜃𝜃𝜃𝜃とすると、その分布は𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を与えることで定められる。従って、ある尤度関

数における分布を𝑓𝑓𝑓𝑓と書くと、観測データベクトル𝑥𝑥𝑥𝑥とその多変量データ行列𝑋𝑋𝑋𝑋 =  (𝑥𝑥𝑥𝑥1,
𝑥𝑥𝑥𝑥2,⋯ , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖, ⋯ , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛)に対して、その密度関数は𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑥𝑥𝑥𝑥�𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)�と表すことができる。𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)は仮説から

導出され、𝑋𝑋𝑋𝑋は採取されたデータによって決まる定数である。従って、𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑥𝑥𝑥𝑥�𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)�は𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)のも

とで𝑋𝑋𝑋𝑋が生じるもっともらしさの程度を意味する（朝野・鈴木・小島、2005、pp.52-53）。
そして、𝑥𝑥𝑥𝑥と𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)の関係を逆にすることに加えて、𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を𝜃𝜃𝜃𝜃に置き換えた関数により、尤度

関数𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)と、その対数関数𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)は以下のように表される。  
𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑋𝑋𝑋𝑋) = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥1) × ⋯× 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)⋯× 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛)                           (2.16)  
𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) =  ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1                                                    (2.17) 
ここで尤度を最大化する𝜃𝜃𝜃𝜃を見つけるために、負の値をとった−𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)を最小化させる𝜃𝜃𝜃𝜃を

求めればよい。最尤推定法の目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿として 
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿 =  𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡(𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆) − log|𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1| − log|𝑆𝑆𝑆𝑆| − 𝑝𝑝𝑝𝑝 

=  𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡(𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆) − log|𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆| − 𝑝𝑝𝑝𝑝                                       (2.18) 
を得ることができる。この目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を最小化する𝜃𝜃𝜃𝜃を求めることによって、尤度を最大化

する母数を推定する方法が最尤推定法なのである。 
 
2.5. 共分散構造分析と AIC 
では次に、モデル構築にあたって共分散構造分析の導入理由と、最尤推定法を応用した基

準である AIC について記述しておく。共分散構造分析では、実際に値が測定される変数を

「観測変数」、直接には測定されていないが、複数の変数の背後に仮定した共通原因を表現

する仮想的な変数を「潜在変数」（浦上・脇田、2008、p.214；豊田、1998、p.68）として、

変数間の間接効果と直接効果を分析する。そして「①モデルに学習機能がある」、「②双方向

の因果関係を扱うことができる」「③因果関係の影響力を間接効果と直接効果とに分けるこ

とができる」（豊田・前田・柳井、1992、pp.20-22）といった特徴を有する。従って、本論

文の課題である要因間の因果関係含めたモデルの構成が、共分散構造分析を採用すること

で可能となるのである。 
そもそも、あるモデル間の共分散を母数の関数で表現することを「構造化」、共分散を方

程式モデルの母数で表現したものを「共分散構造」と呼ぶ（豊田、1998、p.55）。そして、

先ほど導入した𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を理論値として、実際の観測データから算出される標本分散共分散𝑆𝑆𝑆𝑆と

を比較し、𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)と𝑆𝑆𝑆𝑆の乖離がなるべく小さくなるような𝜃𝜃𝜃𝜃を調整することで、理論値と実測値

との乖離が少ないモデル構築を意図する。実際に、先述の𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)は共分散構造分析の仮説から

導出することができ、その推定法として最小二乗法や最尤推定法があり、どちらの推定法を

使うかは、使用する目的関数の違いでしかない（豊田、1998、p.139）。そして、誤差変数が

正規分布に従うという仮定の下では、重回帰分析において、最小二乗法と最尤推定法の推定

母数は完全に一致する（豊田・前田・柳井、1992、p.86）ことが知られており、最尤推定法

に基づいた指標の 1 つである AIC を用いることでモデルの精査を試みるvii。AIC とは、母

数を推定した相対的な「統計モデルの良さ」を測るための指標であり、AIC 自体の値に関し

もしくは「決定係数」と呼ばれる）で表す。更にその平方根である𝑅𝑅𝑅𝑅は「重相関係数」と呼

ばれ、𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖と𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖の相関係数に等しい。これらの２つの係数により、回帰方程式が良くフィット

しているか（松原、2013、p.164）を判断することができるのである。 
 

2.3. 回帰式導出時の分散比による変数選択手順 
回帰式の導出にあたり、目的変数に対して有効な説明変数を選択する必要がある。これは、

目的変数に対して、全ての説明変数が等価で効いてくるわけではないからであり、本論文第

１の課題である、現場力に関する経営者の評価に対して有効な従業員満足項目の要因の抽

出と関わっている。変数選択手順の詳細について飯塚ら（2018）が詳解しており、ここでは

その概要についてまとめておく。飯塚らは変数選択の方法として、「（１）個々の回帰係数の

優位性に基づく方法」と「（２）予測誤差に関する基準に基づく方法」の２つを挙げている

（pp.110-112）iv。本論文では、（１）の方法の中でも、以下で記述する分散比を表す𝐹𝐹𝐹𝐹値vに

着目することで変数を逐次増減させる「変数増加法」を採用する。 
 
①𝑛𝑛𝑛𝑛個の変数（𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … ,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛）のうち、１つによる単回帰分析を行い、残差平方が最小と

なる変数を選ぶ。これを𝑥𝑥𝑥𝑥(1)として、𝐹𝐹𝐹𝐹値を計算し、𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より多ければ回帰式に取り込み、

小さければこの手続きを終了する。 
②次に𝑥𝑥𝑥𝑥(1)と残りの変数のうち１つとの組み合わせによる説明変数が２つの回帰式の

うち、残差平方和が最小になるものを選び、これを(𝑥𝑥𝑥𝑥(1),𝑥𝑥𝑥𝑥(2))とする。𝑥𝑥𝑥𝑥(2)による残差平

方の減少分の𝐹𝐹𝐹𝐹値を計算し、𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より多ければ回帰式に取り込み、小さければこの手続き

を終了する。 
③同様の手順を繰り返し、回帰式にない変数のいずれかについても、𝐹𝐹𝐹𝐹値が𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より小さ

くなるまで続ける。 
  

つまり、回帰式中に新たな変数を加えたときの有意性を検定することで、変数を増加すべ

きかどうかを決定しようとするのである。ただし、𝐹𝐹𝐹𝐹分布の曲線の形は一般的に、標本の大

きさだけでなく、幾組の標本を比較するかによって、その自由度の数とともに変化するため、

棄却値や有意とされる分散比が変化する（Rowntree、2001、p.163）。そこで飯塚らは実際

の検定時には、変数を増加させるときの𝐹𝐹𝐹𝐹の限界値である𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼の固定を推奨する。そして、「経

験的に無難な値」(飯塚ら、2018、p.111)として𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 2.0とし、それ以上であれば変数を増

加させ、それ以下であれば変数として回帰式に組み入れないという手順を提案しているの

である。 
 

2.4. 尤度と最尤推定法 
次に本小節では、「尤度」と「最尤推定法」の概念について記述する。尚、次小節以降で

詳解する AIC は、最尤推定法の方程式から派生する統計量であるvi。一般的に母数の真の値

を知ることはできず、得られた観測データから母数を推定する必要がある。言い換えれば、

ある事象の確率が分かっている可能性は少なく、事象が起こった観測値データのみが手に

入る。そこで、観測されたデータを固定し、モデルの母数を変数として扱うことで、それを

推定する手法が最尤推定法である。そして、推測された母数のモデルに対するデータの当て
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はまりを示す値を「尤度」、その関数を「尤度関数」と呼び、尤度が最も大きくなる母数を

推定する。 
最尤推定法では多変量正規分布に従うことを仮定する。ある仮説に関して、それを定める

パラメータを𝜃𝜃𝜃𝜃とすると、その分布は𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を与えることで定められる。従って、ある尤度関

数における分布を𝑓𝑓𝑓𝑓と書くと、観測データベクトル𝑥𝑥𝑥𝑥とその多変量データ行列𝑋𝑋𝑋𝑋 =  (𝑥𝑥𝑥𝑥1,
𝑥𝑥𝑥𝑥2,⋯ , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖, ⋯ , 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛)に対して、その密度関数は𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑥𝑥𝑥𝑥�𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)�と表すことができる。𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)は仮説から

導出され、𝑋𝑋𝑋𝑋は採取されたデータによって決まる定数である。従って、𝑓𝑓𝑓𝑓�𝑥𝑥𝑥𝑥�𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)�は𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)のも

とで𝑋𝑋𝑋𝑋が生じるもっともらしさの程度を意味する（朝野・鈴木・小島、2005、pp.52-53）。
そして、𝑥𝑥𝑥𝑥と𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)の関係を逆にすることに加えて、𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を𝜃𝜃𝜃𝜃に置き換えた関数により、尤度

関数𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)と、その対数関数𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)は以下のように表される。  
𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑋𝑋𝑋𝑋) = 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥1) × ⋯× 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)⋯× 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛)                           (2.16)  
𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) =  ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1                                                    (2.17) 
ここで尤度を最大化する𝜃𝜃𝜃𝜃を見つけるために、負の値をとった−𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)を最小化させる𝜃𝜃𝜃𝜃を

求めればよい。最尤推定法の目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿として 
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿 =  𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡(𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆) − log|𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1| − log|𝑆𝑆𝑆𝑆| − 𝑝𝑝𝑝𝑝 

=  𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡(𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆) − log|𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)−1𝑆𝑆𝑆𝑆| − 𝑝𝑝𝑝𝑝                                       (2.18) 
を得ることができる。この目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を最小化する𝜃𝜃𝜃𝜃を求めることによって、尤度を最大化

する母数を推定する方法が最尤推定法なのである。 
 
2.5. 共分散構造分析と AIC 
では次に、モデル構築にあたって共分散構造分析の導入理由と、最尤推定法を応用した基

準である AIC について記述しておく。共分散構造分析では、実際に値が測定される変数を

「観測変数」、直接には測定されていないが、複数の変数の背後に仮定した共通原因を表現

する仮想的な変数を「潜在変数」（浦上・脇田、2008、p.214；豊田、1998、p.68）として、

変数間の間接効果と直接効果を分析する。そして「①モデルに学習機能がある」、「②双方向

の因果関係を扱うことができる」「③因果関係の影響力を間接効果と直接効果とに分けるこ

とができる」（豊田・前田・柳井、1992、pp.20-22）といった特徴を有する。従って、本論

文の課題である要因間の因果関係含めたモデルの構成が、共分散構造分析を採用すること

で可能となるのである。 
そもそも、あるモデル間の共分散を母数の関数で表現することを「構造化」、共分散を方

程式モデルの母数で表現したものを「共分散構造」と呼ぶ（豊田、1998、p.55）。そして、

先ほど導入した𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)を理論値として、実際の観測データから算出される標本分散共分散𝑆𝑆𝑆𝑆と

を比較し、𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)と𝑆𝑆𝑆𝑆の乖離がなるべく小さくなるような𝜃𝜃𝜃𝜃を調整することで、理論値と実測値

との乖離が少ないモデル構築を意図する。実際に、先述の𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)は共分散構造分析の仮説から

導出することができ、その推定法として最小二乗法や最尤推定法があり、どちらの推定法を

使うかは、使用する目的関数の違いでしかない（豊田、1998、p.139）。そして、誤差変数が

正規分布に従うという仮定の下では、重回帰分析において、最小二乗法と最尤推定法の推定

母数は完全に一致する（豊田・前田・柳井、1992、p.86）ことが知られており、最尤推定法

に基づいた指標の 1 つである AIC を用いることでモデルの精査を試みるvii。AIC とは、母

数を推定した相対的な「統計モデルの良さ」を測るための指標であり、AIC 自体の値に関し

もしくは「決定係数」と呼ばれる）で表す。更にその平方根である𝑅𝑅𝑅𝑅は「重相関係数」と呼

ばれ、𝑦𝑦𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖と𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖の相関係数に等しい。これらの２つの係数により、回帰方程式が良くフィット

しているか（松原、2013、p.164）を判断することができるのである。 
 

2.3. 回帰式導出時の分散比による変数選択手順 
回帰式の導出にあたり、目的変数に対して有効な説明変数を選択する必要がある。これは、

目的変数に対して、全ての説明変数が等価で効いてくるわけではないからであり、本論文第

１の課題である、現場力に関する経営者の評価に対して有効な従業員満足項目の要因の抽

出と関わっている。変数選択手順の詳細について飯塚ら（2018）が詳解しており、ここでは

その概要についてまとめておく。飯塚らは変数選択の方法として、「（１）個々の回帰係数の

優位性に基づく方法」と「（２）予測誤差に関する基準に基づく方法」の２つを挙げている

（pp.110-112）iv。本論文では、（１）の方法の中でも、以下で記述する分散比を表す𝐹𝐹𝐹𝐹値vに

着目することで変数を逐次増減させる「変数増加法」を採用する。 
 
①𝑛𝑛𝑛𝑛個の変数（𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, … ,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛）のうち、１つによる単回帰分析を行い、残差平方が最小と

なる変数を選ぶ。これを𝑥𝑥𝑥𝑥(1)として、𝐹𝐹𝐹𝐹値を計算し、𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より多ければ回帰式に取り込み、

小さければこの手続きを終了する。 
②次に𝑥𝑥𝑥𝑥(1)と残りの変数のうち１つとの組み合わせによる説明変数が２つの回帰式の

うち、残差平方和が最小になるものを選び、これを(𝑥𝑥𝑥𝑥(1),𝑥𝑥𝑥𝑥(2))とする。𝑥𝑥𝑥𝑥(2)による残差平

方の減少分の𝐹𝐹𝐹𝐹値を計算し、𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より多ければ回帰式に取り込み、小さければこの手続き

を終了する。 
③同様の手順を繰り返し、回帰式にない変数のいずれかについても、𝐹𝐹𝐹𝐹値が𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼より小さ

くなるまで続ける。 
  

つまり、回帰式中に新たな変数を加えたときの有意性を検定することで、変数を増加すべ

きかどうかを決定しようとするのである。ただし、𝐹𝐹𝐹𝐹分布の曲線の形は一般的に、標本の大

きさだけでなく、幾組の標本を比較するかによって、その自由度の数とともに変化するため、

棄却値や有意とされる分散比が変化する（Rowntree、2001、p.163）。そこで飯塚らは実際

の検定時には、変数を増加させるときの𝐹𝐹𝐹𝐹の限界値である𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼の固定を推奨する。そして、「経

験的に無難な値」(飯塚ら、2018、p.111)として𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 2.0とし、それ以上であれば変数を増

加させ、それ以下であれば変数として回帰式に組み入れないという手順を提案しているの

である。 
 

2.4. 尤度と最尤推定法 
次に本小節では、「尤度」と「最尤推定法」の概念について記述する。尚、次小節以降で

詳解する AIC は、最尤推定法の方程式から派生する統計量であるvi。一般的に母数の真の値

を知ることはできず、得られた観測データから母数を推定する必要がある。言い換えれば、

ある事象の確率が分かっている可能性は少なく、事象が起こった観測値データのみが手に

入る。そこで、観測されたデータを固定し、モデルの母数を変数として扱うことで、それを

推定する手法が最尤推定法である。そして、推測された母数のモデルに対するデータの当て
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た、組織外での従業員教育の場が少なく、従業員の育成が企業内部に任される比重が比較的

大きいことから、各組織による現場力向上に対する重要性の認識が強いのではないかとい

う推察のもと、この地域を調査の対象とした。調査方法は、従業員へのアンケート調査と、

経営者への半構造化インタビューviiiの２種類からなる。アンケート調査票は、調査対象の属

性（性別、年齢、勤続年数、職種）を尋ねるフェイスシートから始まり、「あなたの職務に

関して」（動機づけ要因）、「あなたの社内環境や待遇に関して」（衛生要因）、「あなたの仕事

に対する取り組みについて」（モチベーション要因）の３つの要因に分類される 25 個の質

問を尋ねた。回答者は、各質問に対して、リッカート尺度の１（そう思わない）～５点（そ

う思う）で回答することになっている。質問の文面は、満足しているかを尋ねているため、

点数が高いほど、従業員の満足度が高いことを意味する。表３－１は従業員用へのアンケー

トの質問内容が、上記の３要因のどれに分類されているかに加えて、各質問番号、そして従

業員満足度に関する二要因論との対応関係を記している。 
経営者に対するインタビュー調査では、事前に調査対象者に質問項目の概要を送付して

おり、自社の現場力について即興での返答ではなく、考察する時間を持てるようにした。

そしてインタビュー時には、互いに質問用紙を見ながら質疑応答を行うことにより、質問

内容の齟齬がないように努め、自身の組織の現場のレベルについて１～５点（数字が高い

ほど、現場のレベルが高い）の範囲で自己評価を依頼した。その内容は、遠藤（2014）に

よる現場力の評価軸を参考に、1 点（決められたことをきちんと守れる）、３点（物事を率

先して改善している）、５点（これまで御社になかった新しいものをイノベーションでき

る）と、その点数付けを行った根拠やコメントを尋ねた。 
表３－２は、それら質問に対する各企業の返答と企業概要をまとめたものである。各企

業は、業種や設立年は大きく異なっているが、いわゆる地域に根差した中小企業として事

業を行っている。もちろん、業種や経営者によって自社の現場力の観点などに関しては違

いがある。ただし、今回のインタビューでは、経営者の採点とそのコメントを比較するこ

とにより、自社の現場が「物事を率先して改善している」かどうかで判断する３点を基準

に点数付けを行ったのではないかと推察される。企業 A（食品製造業）の経営者は、現場

からの改善提案はまだまだ不十分であると捉えており、２点をつけている。一方、企業 B
（旅館業）と企業 C（建設業）の経営者は、十分に満足とは言えないが、現場からの改善

提案が出てきていることを実感しており、４点とつけていると推察される。 
 

てはある一定の値以上や以下でなければならないという基準はない。この値自体は絶対的

な意味を持つものではなく、相対比較において有効な値（浦上・脇田、2008、p.219）なの

である。従って、複数のモデルの AIC を比較することで、値のより小さいものがより情報

量の規準に沿ったモデルといえる。 
AIC の導出に際し、想定したモデルの方程式𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)と真のモデル𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)からできる確率分布

との距離の大小によって，モデルのよさを測る尺度の 1 つである、「カルバック―ライブラ

ー情報量（以下𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 ）」が参考となる（山口、2008、pp.46-52）。 

𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 =  𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔 �log �𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)
𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)

�� = 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]−  𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]                          (2.19) 

しかし、真のモデル（𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)）とその確率分布𝑔𝑔𝑔𝑔は、想定したモデルに依存せず、かつ求

めることが出来ない。そこで𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾の最小値を求めるにあたり、式(2.19)左辺の第１項は未知

であるために、右辺の第２項のみに着目すればよい。式（2.17）と確率収束という考え方

により、第２項は次のように近似と展開が可能である。 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}] ≒  1
𝑛𝑛𝑛𝑛

 ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=0 =  1

𝑛𝑛𝑛𝑛
 ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=0 =  1
𝑛𝑛𝑛𝑛
𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)          （2.20） 

式(2.20)の右辺は、対数尤度の平均値である。従って、𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 の最小値を求めるとは、

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]や𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) の最大値を求めることを意味し、最尤推定法の目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を導き出

すことである。つまり、この式(2.20)をもって、𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 の第２項と式（2.18）で示される最

尤推定法が関連づけられる。具体的には、式（2.18）下で記述したように、目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を
最小化する𝜃𝜃𝜃𝜃を求めることである。そこで𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]に最大値を与えるパラメータを𝜃𝜃𝜃𝜃�と
し、そのパラメータを代入して求めた最尤推定値を𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�𝜃𝜃𝜃𝜃��と置く。 
しかし𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 は，平均対数尤度の大小によって，モデルの善し悪しを判定するが、対数尤

度に基づいて算出される値と、平均対数尤度に基づいて算出される値には、バイアスによ

る補正が必要となる。このため、バイアス補正量としてそのモデルに含まれる未知のパラ

メータ数を𝑘𝑘𝑘𝑘として求められる情報量AICは、これまでの与式から、次のように表されるの

である（鈴木、1991、pp.125-127；山口、2008、p.50）。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐾𝐾𝐾𝐾𝐴𝐴𝐴𝐴 = −2�統計モデルの対数尤度−バイアスの補正量� = −2 × 𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�𝜃𝜃𝜃𝜃�� + 2 × 𝑘𝑘𝑘𝑘   (2.21) 

式（2.21）では対数尤度が増加するにつれて、AICの値が小さくなることを示してい

る。従って、共分散構造分析における𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿の最小値の算出、つまりは最尤推定法から、AIC
の値からより情報量規準において尤もらしいとされるモデル推定が可能となるのである。 

 
3. 調査概要とデータセット作成 
 それではここから、上記で述べた統計理論に従って、実際のデータを使用して回帰式とモ

デルの構築を試みる。まずは、本論文で使用するデータの調査概要と、データの作成につい

て述べる。調査は、企業の従業員満足度とモチベーション向上が現場力の向上へとつながる

かといった構造を明らかにすることを意図し、2019 年１月に行われた。調査対象は、兵庫

県北部の中山間部である但馬地域に位置する３つの中小企業（食品製造業、旅館業、建設業）

を選定した。中山間部の中小企業では比較的従来の長期雇用が根強く残っており、特に但馬

地域では都市部と比較した際に、職場の数が少なく、労働力の流動性が低い傾向にある。ま
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た、組織外での従業員教育の場が少なく、従業員の育成が企業内部に任される比重が比較的

大きいことから、各組織による現場力向上に対する重要性の認識が強いのではないかとい

う推察のもと、この地域を調査の対象とした。調査方法は、従業員へのアンケート調査と、

経営者への半構造化インタビューviiiの２種類からなる。アンケート調査票は、調査対象の属

性（性別、年齢、勤続年数、職種）を尋ねるフェイスシートから始まり、「あなたの職務に

関して」（動機づけ要因）、「あなたの社内環境や待遇に関して」（衛生要因）、「あなたの仕事

に対する取り組みについて」（モチベーション要因）の３つの要因に分類される 25 個の質

問を尋ねた。回答者は、各質問に対して、リッカート尺度の１（そう思わない）～５点（そ

う思う）で回答することになっている。質問の文面は、満足しているかを尋ねているため、

点数が高いほど、従業員の満足度が高いことを意味する。表３－１は従業員用へのアンケー

トの質問内容が、上記の３要因のどれに分類されているかに加えて、各質問番号、そして従

業員満足度に関する二要因論との対応関係を記している。 
経営者に対するインタビュー調査では、事前に調査対象者に質問項目の概要を送付して

おり、自社の現場力について即興での返答ではなく、考察する時間を持てるようにした。

そしてインタビュー時には、互いに質問用紙を見ながら質疑応答を行うことにより、質問

内容の齟齬がないように努め、自身の組織の現場のレベルについて１～５点（数字が高い

ほど、現場のレベルが高い）の範囲で自己評価を依頼した。その内容は、遠藤（2014）に

よる現場力の評価軸を参考に、1 点（決められたことをきちんと守れる）、３点（物事を率

先して改善している）、５点（これまで御社になかった新しいものをイノベーションでき

る）と、その点数付けを行った根拠やコメントを尋ねた。 
表３－２は、それら質問に対する各企業の返答と企業概要をまとめたものである。各企

業は、業種や設立年は大きく異なっているが、いわゆる地域に根差した中小企業として事

業を行っている。もちろん、業種や経営者によって自社の現場力の観点などに関しては違

いがある。ただし、今回のインタビューでは、経営者の採点とそのコメントを比較するこ

とにより、自社の現場が「物事を率先して改善している」かどうかで判断する３点を基準

に点数付けを行ったのではないかと推察される。企業 A（食品製造業）の経営者は、現場

からの改善提案はまだまだ不十分であると捉えており、２点をつけている。一方、企業 B
（旅館業）と企業 C（建設業）の経営者は、十分に満足とは言えないが、現場からの改善

提案が出てきていることを実感しており、４点とつけていると推察される。 
 

てはある一定の値以上や以下でなければならないという基準はない。この値自体は絶対的

な意味を持つものではなく、相対比較において有効な値（浦上・脇田、2008、p.219）なの

である。従って、複数のモデルの AIC を比較することで、値のより小さいものがより情報

量の規準に沿ったモデルといえる。 
AIC の導出に際し、想定したモデルの方程式𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)と真のモデル𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)からできる確率分布

との距離の大小によって，モデルのよさを測る尺度の 1 つである、「カルバック―ライブラ

ー情報量（以下𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 ）」が参考となる（山口、2008、pp.46-52）。 

𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 =  𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔 �log �𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)
𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)

�� = 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]−  𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]                          (2.19) 

しかし、真のモデル（𝑔𝑔𝑔𝑔(𝑥𝑥𝑥𝑥)）とその確率分布𝑔𝑔𝑔𝑔は、想定したモデルに依存せず、かつ求

めることが出来ない。そこで𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾の最小値を求めるにあたり、式(2.19)左辺の第１項は未知

であるために、右辺の第２項のみに着目すればよい。式（2.17）と確率収束という考え方

により、第２項は次のように近似と展開が可能である。 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}] ≒  1
𝑛𝑛𝑛𝑛

 ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑖𝑖𝑖𝑖=0 =  1

𝑛𝑛𝑛𝑛
 ∑ log 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜃𝜃𝜃𝜃|𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=0 =  1
𝑛𝑛𝑛𝑛
𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃)          （2.20） 

式(2.20)の右辺は、対数尤度の平均値である。従って、𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 の最小値を求めるとは、

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]や𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿(𝜃𝜃𝜃𝜃) の最大値を求めることを意味し、最尤推定法の目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を導き出

すことである。つまり、この式(2.20)をもって、𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 の第２項と式（2.18）で示される最

尤推定法が関連づけられる。具体的には、式（2.18）下で記述したように、目的関数𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿を
最小化する𝜃𝜃𝜃𝜃を求めることである。そこで𝐸𝐸𝐸𝐸𝑔𝑔𝑔𝑔[log{𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)}]に最大値を与えるパラメータを𝜃𝜃𝜃𝜃�と
し、そのパラメータを代入して求めた最尤推定値を𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�𝜃𝜃𝜃𝜃��と置く。 

しかし𝐾𝐾𝐾𝐾𝐿𝐿𝐿𝐿𝐾𝐾𝐾𝐾 は，平均対数尤度の大小によって，モデルの善し悪しを判定するが、対数尤

度に基づいて算出される値と、平均対数尤度に基づいて算出される値には、バイアスによ

る補正が必要となる。このため、バイアス補正量としてそのモデルに含まれる未知のパラ

メータ数を𝑘𝑘𝑘𝑘として求められる情報量AICは、これまでの与式から、次のように表されるの

である（鈴木、1991、pp.125-127；山口、2008、p.50）。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐾𝐾𝐾𝐾𝐴𝐴𝐴𝐴 = −2�統計モデルの対数尤度−バイアスの補正量� = −2 × 𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�𝜃𝜃𝜃𝜃�� + 2 × 𝑘𝑘𝑘𝑘   (2.21) 

式（2.21）では対数尤度が増加するにつれて、AICの値が小さくなることを示してい

る。従って、共分散構造分析における𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿の最小値の算出、つまりは最尤推定法から、AIC
の値からより情報量規準において尤もらしいとされるモデル推定が可能となるのである。 

 
3. 調査概要とデータセット作成 
 それではここから、上記で述べた統計理論に従って、実際のデータを使用して回帰式とモ

デルの構築を試みる。まずは、本論文で使用するデータの調査概要と、データの作成につい

て述べる。調査は、企業の従業員満足度とモチベーション向上が現場力の向上へとつながる

かといった構造を明らかにすることを意図し、2019 年１月に行われた。調査対象は、兵庫

県北部の中山間部である但馬地域に位置する３つの中小企業（食品製造業、旅館業、建設業）

を選定した。中山間部の中小企業では比較的従来の長期雇用が根強く残っており、特に但馬

地域では都市部と比較した際に、職場の数が少なく、労働力の流動性が低い傾向にある。ま
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表３－２「インタビュー企業の概要と現場力に関する点数付けとコメント」 
 

 
表３－１「従業員用アンケートの質問項目」 

出典：王地（2019a） 
 
次に、今回の調査結果から統計的分析を行うために、従業員へのアンケート調査結果に、

各回答者が属する企業経営者の現場力の採点を統合することでデータセットを作成した。

その内、データに欠損があれば今回の統計数値が算出できないため、回収した結果から欠損

値がない 25 人のデータを使用して、本論文の分析を行った。 
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表３－２「インタビュー企業の概要と現場力に関する点数付けとコメント」 
 

 
表３－１「従業員用アンケートの質問項目」 

出典：王地（2019a） 
 
次に、今回の調査結果から統計的分析を行うために、従業員へのアンケート調査結果に、

各回答者が属する企業経営者の現場力の採点を統合することでデータセットを作成した。

その内、データに欠損があれば今回の統計数値が算出できないため、回収した結果から欠損

値がない 25 人のデータを使用して、本論文の分析を行った。 
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や⑪「給与の適正」、⑱「会社のイメージ」、⑲「仕事の細部へのこだわり」、といった質問

項目が挙げられる。第３節での記述にあるように、今回の調査アンケートでは、従業員の職

務に関して尋ねた「動機づけ要因」、社内環境や待遇に関する「衛生要因」、そして仕事に対

する取り組みに関する「モチベーション要因」という３つに大別される質問を行っている。

その３要因すべてにわたって今回抽出された 10個の説明変数や特に強い影響を与えるとさ

れる変数が見られるため、３つの要因間には大きな偏りがないことを示唆している。 
 ２点目は、式（4.1）で示される回帰式中には、負の母数を持つ項が存在している点であ

る。その点を明確にするために、正負の項に分けて式（4.1）を整理すると、 
 
𝑦𝑦𝑦𝑦 = 3.137 + 0.179𝑥𝑥𝑥𝑥3 + 0.147𝑥𝑥𝑥𝑥7 + 1.076𝑥𝑥𝑥𝑥10 + 0.351𝑥𝑥𝑥𝑥17 + 0.434𝑥𝑥𝑥𝑥19 + 0.146𝑥𝑥𝑥𝑥24 − (0.249𝑥𝑥𝑥𝑥8 +
0.283𝑥𝑥𝑥𝑥9 + 1.070𝑥𝑥𝑥𝑥11 + 0.531𝑥𝑥𝑥𝑥18)                          (4.2) 

 
と表すことができる。式（4.2）の右辺後半、負の括弧でくくられる説明変数は、その増加

に伴って、経営者の採点に負の影響を与えることを意味する。具体的に負の母数を持つ質問

項目を挙げると、⑧「労働時間の適正」、⑨「技能の向上」、⑪「給与の適正」、⑱「会社の

イメージ」の４項目である。第３節にて述べたように、今回の従業員に向けたアンケート調

査は点数が高いほど従業員が満足していることを示している。従って、ある項目において従

業員の満足度が高くなることは、逆に経営者にとっての現場力の評価を下げる要因になり

うるということを式（4.2）は示している。確かに、従業員が自身の労働時間や給与が適切

であると満足していたとしても、経営者の観点から見れば、より効率的な現場こそが、現場

力が高いと判断する可能性もあるだろう。つまり、従業員の満足度と、経営者が現場力に満

足する基準には、相反する価値観を反映する可能性があることも考えられる。そして、本論

文の第２の課題であった、経営者の採点に対するより複雑なモデル構成の可能性が示唆さ

れたのである。ただし、式（4.2）の回帰式では、説明変数間の相互効果や関係性について

は十分に考慮出来ていないために、単純に負の母数を持つ項目が目的変数を減じるのみに

機能するとは言えない可能性があることは留意すべき点であろう。 
 
4.2. パス解析と２つのモデルの比較 
 次に、説明変数と目的変数の関係性や因果関係を示すパス解析を行う。まずは、分散比に

よって選択された説明変数が全て経営者の採点へと直結するという仮定のもと、作成した

パス図が図４－１のモデル①にあたる。この図では、図中の中心に「経営者の採点」項目を

置き、10 個の質問項目から矢印が描かれている。これは、各項目が「経営者の採点」に対

しての直接の説明変数であることを示している。そして、「経営者の採点」には、今回の調

査では聞けていない項目が効いている可能性があるため、誤差変数を付している。また、式

（4.2）で示したように、目的変数「経営者の採点」に負の影響を与える質問項目である⑧、

⑨、⑪、⑱には強調するためにグレーで着色している。 
しかし、図４―１はあくまで回帰分析によって抽出した説明変数が全て目的変数へと向け

られているという仮定に基づいた仮説であり、説明変数間の内容や相互作用に関しての考

察を加味することで、また別のモデルとの比較が必要である。そこで、IBM SPSS の Amos
により、他のモデルとの比較基準である AIC が 210.763 という値を得た。 

4. 経営者の採点モデル 
4.1. 変数選択による回帰式の算出 
それでは、前節で概要を示したデータセットに回帰分析と分散比による変数選択をする

ことにより、本論文の第１の課題である、経営者から見た現場力の自己評価に有効となる因

子の抽出と重回帰式の算出を試みる。作成したデータセットに対し、統計ソフトである

StatWorksを使用して小節 2.3で示された𝐹𝐹𝐹𝐹値を基準とした変数選択の手順に従った分析を

行った。尚、回帰式に取り込む基準である分散比𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼は 2.0 として設定している。経営者の

現場レベルの採点を目的変数として、説明変数の逐次増加による選択を行った結果を表４

－１で示している。表中１列目に書かれている番号は、表３－１の質問項目番号と対応して

おり、グレーの網掛けを行っている行に記されている合計 10 要因が𝐹𝐹𝐹𝐹値を基準として選択

された質問項目である。表の上部には寄与率𝑅𝑅𝑅𝑅2 = 0.939を表示している。０から１を範囲に

持つ𝑅𝑅𝑅𝑅2において、その値が大きければ大きいほど、目的変数に与える説明変数の影響が大

きく、うまく説明変数で目的変数を説明できている（浦上・脇田、2008、p.193）ことを意

味するため、今回は非常に高い説明力を持っている回帰式だと判断できる。 
 

  
表４－１「回帰分析における変数決定」 

 
そして、表４－１中の偏回帰係数から、経営者の採点𝑦𝑦𝑦𝑦に対する回帰式を算出することが

可能となる。質問項目の番号𝑖𝑖𝑖𝑖に対する説明変数を𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖とすれば、その回帰式は、 
 
𝑦𝑦𝑦𝑦 = 3.137 + 0.179𝑥𝑥𝑥𝑥3 + 0.147𝑥𝑥𝑥𝑥7 − 0.249𝑥𝑥𝑥𝑥8 − 0.283𝑥𝑥𝑥𝑥9 + 1.076𝑥𝑥𝑥𝑥10 − 1.070𝑥𝑥𝑥𝑥11 + 0.351𝑥𝑥𝑥𝑥17 −
0.531𝑥𝑥𝑥𝑥18 + 0.434𝑥𝑥𝑥𝑥19 + 0.146𝑥𝑥𝑥𝑥24                          (4.1) 

 
と表される。表４－１や式（4.1）の結果から、２つの点に気づく。まず１点目は、目的変

数「経営者の採点」に対して特に強い影響力を与える説明変数として、⑩「給与の満足度」
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や⑪「給与の適正」、⑱「会社のイメージ」、⑲「仕事の細部へのこだわり」、といった質問

項目が挙げられる。第３節での記述にあるように、今回の調査アンケートでは、従業員の職

務に関して尋ねた「動機づけ要因」、社内環境や待遇に関する「衛生要因」、そして仕事に対

する取り組みに関する「モチベーション要因」という３つに大別される質問を行っている。

その３要因すべてにわたって今回抽出された 10個の説明変数や特に強い影響を与えるとさ

れる変数が見られるため、３つの要因間には大きな偏りがないことを示唆している。 
 ２点目は、式（4.1）で示される回帰式中には、負の母数を持つ項が存在している点であ

る。その点を明確にするために、正負の項に分けて式（4.1）を整理すると、 
 
𝑦𝑦𝑦𝑦 = 3.137 + 0.179𝑥𝑥𝑥𝑥3 + 0.147𝑥𝑥𝑥𝑥7 + 1.076𝑥𝑥𝑥𝑥10 + 0.351𝑥𝑥𝑥𝑥17 + 0.434𝑥𝑥𝑥𝑥19 + 0.146𝑥𝑥𝑥𝑥24 − (0.249𝑥𝑥𝑥𝑥8 +
0.283𝑥𝑥𝑥𝑥9 + 1.070𝑥𝑥𝑥𝑥11 + 0.531𝑥𝑥𝑥𝑥18)                          (4.2) 

 
と表すことができる。式（4.2）の右辺後半、負の括弧でくくられる説明変数は、その増加

に伴って、経営者の採点に負の影響を与えることを意味する。具体的に負の母数を持つ質問

項目を挙げると、⑧「労働時間の適正」、⑨「技能の向上」、⑪「給与の適正」、⑱「会社の

イメージ」の４項目である。第３節にて述べたように、今回の従業員に向けたアンケート調

査は点数が高いほど従業員が満足していることを示している。従って、ある項目において従

業員の満足度が高くなることは、逆に経営者にとっての現場力の評価を下げる要因になり

うるということを式（4.2）は示している。確かに、従業員が自身の労働時間や給与が適切

であると満足していたとしても、経営者の観点から見れば、より効率的な現場こそが、現場

力が高いと判断する可能性もあるだろう。つまり、従業員の満足度と、経営者が現場力に満
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表４－１「回帰分析における変数決定」 

 
そして、表４－１中の偏回帰係数から、経営者の採点𝑦𝑦𝑦𝑦に対する回帰式を算出することが

可能となる。質問項目の番号𝑖𝑖𝑖𝑖に対する説明変数を𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖とすれば、その回帰式は、 
 
𝑦𝑦𝑦𝑦 = 3.137 + 0.179𝑥𝑥𝑥𝑥3 + 0.147𝑥𝑥𝑥𝑥7 − 0.249𝑥𝑥𝑥𝑥8 − 0.283𝑥𝑥𝑥𝑥9 + 1.076𝑥𝑥𝑥𝑥10 − 1.070𝑥𝑥𝑥𝑥11 + 0.351𝑥𝑥𝑥𝑥17 −
0.531𝑥𝑥𝑥𝑥18 + 0.434𝑥𝑥𝑥𝑥19 + 0.146𝑥𝑥𝑥𝑥24                          (4.1) 

 
と表される。表４－１や式（4.1）の結果から、２つの点に気づく。まず１点目は、目的変

数「経営者の採点」に対して特に強い影響力を与える説明変数として、⑩「給与の満足度」
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図４－２「回帰分析における変数決定から作成したモデル②（AIC:177.761）」 

 
つまり、「給与の適正」項目は「経営者の採点」に負の影響を与える。換言すれば、給与

が適正であると従業員が感じている状況に対して、経営者による現場力の評価は下がるこ

とを表している。ただし、給与の適切さを問う質問項目は、「経営者の採点」に直接つなが

るよりも、「給与の満足度」に直結する間接効果を示すモデルにおいて AIC の値が小さくな

った。同様に、「休日・休暇」と「労働時間の適正」の関係性も回帰式中の符号が違う類似

の構図をもつ。休日や休暇については従業員の満足度が高ければ経営者の採点に正の影響

を与えるが、直接は因果関係を持たず、「労働時間の適正」へとつながる。そして従業員に

よって労働時間が適正であると判断される状況は、経営者の採点に負の影響を与えるとい

うことである。 
このように図４－２のモデル②は、従業員の満足度が高ければ、経営者の現場力の評価が

単純に高まるわけではないことを示している。更に、説明変数である⑦と⑧、⑩と⑪では、

相反する符号の質問項目が因果関係を作り、「経営者の採点」に間接効果と直接効果として

影響していることを示している。従って、これらの因果関係には、更なる階層をもった構図

として捉え得る。例えば、⑪「給与の適正」は経営者の現場力評価を下げるにもかかわらず、

その結果である⑩「給与の満足度」は現場力評価に正の影響を与えている。この符号の転換

は、「給与の満足度」の背後には、現段階では明らかとなっていない要因の存在や要因間の

因果を見出すことができるかもしれない。このように、情報量規準に従ったモデル選択では、

図４－２のパス図以上に階層的なモデル構築の可能性が示唆されているのである。 
 

5. まとめと残された課題 
 本論文では、従業員の満足度調査結果と、経営者による自社現場力の自己評価から得たデ

ータに対して、回帰分析や共分散構造分析といった量的研究手法を利用することで、現場力

モデルを探索してきた。そして、経営者の採点に対する従業員満足度の要因抽出や重回帰式

 

 
図４－１「回帰分析における変数決定から作成したモデル①（AIC:210.763）」 

 
次に、別のモデルを構築するため、各 10 個の説明変数の内容を考察した。具体的には、

関連のありそうな説明変数間での因果関係を組み換え、図４－１と同じ説明変数を使用し

ながら、より AIC の値が最小となるモデルの探索を試みた。そうして出来上がったものが

図４－２で示されているモデル②である。モデル①と比較した際の違いは２箇所ある。まず、

質問番号⑪「給与の適正」が⑩「給与の満足度」に、そして、⑦「休日・休暇」が⑧「労働

時間の適正」を介して「経営者の採点」へとつながっている点である。そしてそのために、

「給与の満足度」と「労働時間の適正」の質問項目には誤差変数を設定した。図４－２では、

図４－１との違いを明確にするため、要因間の因果関係を表す矢印を点線にて描いている。 
そして、モデル①と同様に AIC を計測すると、その値は 177.761 となった。従って、AIC

の値によって比較した際には、説明変数が全て直接的に目的変数に影響を与えるとしたモ

デル①に比べて、説明変数間の因果関係を含めて考察する仮説のほうがより尤もらしいモ

デルとなることを意味している。従って、AIC を基準とした判断においても、本論文の第２

の課題として設定していた、経営者の現場力採点と従業員満足度のモデルに関して、要因間

の因果関係が確認されたのである。 
ここで改めて図４－２のモデル②を見てみる。先ほどモデル①との違いとして挙げた２

箇所の説明変数間との関係の中で、説明変数の係数の符号が入れ替わっている。具体的には、

質問番号⑪の「給与の適正」の回帰式（4.2）における符号は負であり、⑩「給与の満足度」

は回帰式において正符号を持つ。同様に、⑦「休日・休暇」は回帰式で正符号を持つが、⑧

の「労働時間の適正」は目的変数に対して負の符号を持つということである。 
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i ある理論値𝛼𝛼𝛼𝛼に対して、データから得られる予測値を𝛼𝛼𝛼𝛼�として区別して記載する。 
ii 𝑥̅𝑥𝑥𝑥は、𝑥𝑥𝑥𝑥1,𝑥𝑥𝑥𝑥2, … ,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑛𝑛𝑛𝑛の平均値を表す。 
iii 最小二乗法の目的関数は次のように表される。 
𝑓𝑓𝑓𝑓𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡��𝑆𝑆𝑆𝑆 −  𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)��𝑆𝑆𝑆𝑆 −  𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)�′�                                         
そして、トレースによって算出された値が小さければ、𝛴𝛴𝛴𝛴(𝜃𝜃𝜃𝜃)と𝑆𝑆𝑆𝑆との乖離が小さくなるこ

とを意味することから、上記の式によって、乖離を出来るだけ小さくする母数を推定するこ

とが可能となる。詳しくは、王地（2021）で解説している。 
iv「（２）予測誤差に関する基準に基づく方法」を実行するうえで、予測誤差平方和による

基準として𝐴𝐴𝐴𝐴𝑝𝑝𝑝𝑝統計量や FPE（Final Prediction Error）などが挙げられる。 
v 𝐹𝐹𝐹𝐹値の説明は以下の通りである。あるデータに対して、𝑝𝑝𝑝𝑝個の説明変数からなる回帰式が

得られたと仮定する。そこで、更に１つの変数を加えることで得られる値として、 母数𝛽𝛽𝛽𝛽𝑟𝑟𝑟𝑟
の推定値を𝛽̂𝛽𝛽𝛽𝑟𝑟𝑟𝑟、データの平方積和行列の逆行列の(r,r)要素を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟、残差分散を𝑉𝑉𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒とすると、

新たに変数を加えた有意性は次式のように表され、𝛽𝛽𝛽𝛽𝑟𝑟𝑟𝑟 = 0の時に、自由度(1,𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑝𝑝𝑝𝑝 − 2)の𝐹𝐹𝐹𝐹
分布に従うことが知られている(飯塚ら、2018、p.110)。 

𝐹𝐹𝐹𝐹 =  �𝛽𝛽𝛽𝛽
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𝑉𝑉𝑉𝑉𝑒𝑒𝑒𝑒
                                                             

ここで、𝛽𝛽𝛽𝛽𝑟𝑟𝑟𝑟 = 0とはつまり、式（2.2）を参照すると、その母数を係数に持つ変数が回帰式

中の目的関数に影響を及ぼさないことを表している。このような検定によって変数の追加

の是非を判断するのである。 
vi 上記２つの母数推定法の違いは、目的関数として𝑓𝑓𝑓𝑓𝐿𝐿𝐿𝐿𝑆𝑆𝑆𝑆と𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝐿𝐿のどちらを使用するかの違い

でしかないが、最小二乗法では目的関数の形状には依存しない。一方、最尤推定法は多変

量正規分布を仮定している点には留意する必要がある（豊田、1998）。 
vii AIC の理論的な概要については、王地（2021）にて一般項の導出も含めた詳細を記述

しているため、ここでは概要にのみ触れておく。 
viii 実際に送付した半構造化インタビューの質問内容は以下の通りである。

の算出に加えて、更に AIC を基準に据えた複数のモデル比較により、要因間の因果関係の

存在を確認し、より複雑なモデルが示唆されたのである。これらの結果は、自己改善を行う

ことができるという現場力の高い企業を目指すうえで、単純に従業員満足度を上げればよ

い、という主張に疑問を呈するものである。しかも、図４－２で示された本論文の共分散構

造分析の結果は、現場力向上と従業員満足度の関係には、階層的な構造が存在する可能性を

見出す結果であった。 
本論文の理論的な弱みとして、調査のサンプル数が非常に少ないなかでの要因探索であ

ったという点が挙げられる。その上、第４節において、「経営者の採点」を目的変数とした

回帰分析を行ったが、得られた採点が２つの値しかないことから、従来のフィッシャー統計

的手法だけでは信頼性の高い的確な量的調査が難しい点がある。従って、残された課題とし

て、より大きなサンプルを用いた分析を行うことに加えて、階層ベイズや MCMC といった

ベイズ統計学の推定などを使うことにより、観測されたデータセットの背後にある潜在変

数や階層構造の特定が継続調査として求められるのである。 
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図注－１「半構造化インタビューの質問内容」 
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